











2003年9月11日 日中友好経済懇話会例会講演  








のか、実際に 進出した結果はどうであったかの方が、皆さんの興味を惹くのではないか  
と思いまして換えさせていただきました。ご了承下さい。  

















対中進出状況の分析   
アンケート結果についてごく簡単に紹介しましょう。調査対象は基本的に 製造業に焦  
点を当てました。生産基地として中国に進出する企業が非常に多いという現状を踏まえた  












第1表 回答企業の産業別内訳  
産業名   社数   比率   
繊維工業   27   12．3％   
その他軽工業   25   11．4％   
化学工業   49   22．4％   
金属工業   28   12．8％   
機械工業   64   29．2％   
その他   20   9．1％   
不明   6   2．7％   
総 計   219   100．0％   
第2表 回答企業の規模別内訳  
企業規模   社数   比率   
100人以下   47   21．5％   
101人～300人   94   42．9％   
301人以上   78   3 5．6％   
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第3表 海外生産の実施状況  
企業規模  実施している  数年後に計画あり  未定   計画なし   撤退した   総計   
100人以下  
20   7   7   10   0   44  
101人～300  
47   9   10   27   1   94  
人  
60   5   4   9   0   78   
300人以上  
総計   127   21   21   46   1   216   
第4表 海外生産を行っていない理由  
回答数   比率   
自社に競争力があるから   11   12．5％   
生産技術が日本にしかないから   15   17．0％   
主要部品が日本にしかないから   5   5．7％   
取引先が日本にあるから   44   50．0％   
親会社が海外進出していないから   5   5．7％   
海外での生産ノウハウがないから   26   2・9．5％   
























第5表 海外生産の拠点  
回答数   比率   
中国   130   83．3％   
台湾・香港   35   22．4％   
その他アジア   60   38．5％   
欧米   25   16．0％   
未定   11   7．1％   
その他   9   5．8％   
注）複数回答のため比率合計は100％を越える   
第6表 中国に生産拠点を設ける理由と地域  
華南  上海  東北  内陸部  その他   総計   
賃金が安いから   27   70   18   3   13   131   
原材料調達コストが安いから   16   39   5   3   9   72   
市場への進出のため   16   40   18   3   5   82   
優秀な労働者・技術者がいるから  11   24   6   3   45   
優遇政策があるから   3   6   3   2   15   
生産技術が向上したから   6   21   3   5   36   
日本に優秀な労働者がいないから   2   O 0   0   3   
親会社の意向に沿って   0   0   0   0   0   0   
取引先が中国に移転したから   10   20   7   39   
その他   2   0   3   7 
総計   91  224  58   16   41   430   









現地調査からの検討   
次に現地調査の結果についてお話ししようと思います。現地調査は、当然のことながら  
以上の調査結果をふまえて行われました。進出動機と現実とは整合しているかどうか、ど  





















北地域の市場狙いの動機は現状では食い違いが大きいといわざるを得ません。   
次に、進出動機で各地域ともトップであった低賃金に関連して、雇用と賃金の実態につ  
いてみてみます。雇用面の各地域の特徴比較は第7表に示してあります。これは非常に大  
















































































ることです。   
簡単にこれまでの話を総括しておきます。すなわち、アンケート調査では市場への期待  
第8表1ケ月当たり平均給与および人件費比較  
上海周辺地域   華南地域   環潮海地域   
平均給与（一般労働者手取額）  平均給与（一般労働者手取額）  平均給与（一般労働者手取額）   
＝基本給＋諸手当   ＝［基本給T（食費＋寮費）］   ＝基本給＋諸手当（福利費）   
800～1，300元   ＋残業手当   青島600～800元、煙台400～600   
（約1000元が多数）   深セン特区内 1，000冗  元、大連開発区600～800元、  
特区外  約600～700元  天津1000元   
人件費（企業負担分）   人件費（企業負担分）   人件費（企業負担分）   
＝平均給与＋法定社会保険費  深セン特区内：   ＝平均給与＋法定社会保険費   
法定社会保険費の内訳   ＝基本給＋残業手当＋養老保  社会保険費：01年11月；   
（無錫市の事例1））   険＋労災保険   （開発区の事例）   
■● 
基表養老保険 22％   【養老保険：深セン戸籍は企業負  軒墜 左兎室   
失業保険  2％   担が残業手当を含む貸金の9％  住宅基金   
医療保険  9．2％   （個人負担5％）暫住戸籍は8％  （公積金、補助金）18％   
住宅積立金  7％   （個人負担5％）】   養老保険 18％   
合計  40．2％   【労災保険：深セン市最低賃金＜  工傷保険  0．7～1．7％   
（基本給に対する割合）   588元＞の1％】   生育保険  0．8％   
法定社会保険比率   特区外：   工会費用  2％   
33．80％～43．50％2）   ＝基本給＋残業手当   医療保険  6％  
（＋法定社会保険料100元）  合計   46．5～47．5％   
（60．5％～61．5％）   
1）無錫市人民政府新区管理委員会訪問の際の提供資料（「投資指南」）による。  
2）上海進出企業の提供資料による。  











中国経済の行方   
では次に中国経済の行方をどうとらえるのか、チャイナリスクをどう見るのかという方  



















としています。   
では、中国は持続的に発展するのか、それとも崩壊する可能性が大きいのでしょうか。  
貧富の格差や失業問題等をみた場合、私は、ゴードン・チャンや、何清漣が指摘している  

































































域は大分話が違うというのが実態です。   
部材調達、原材料の調達の現状は、以下のようなことしかわかりませんでした。第1に、  














第9表 都市と農村住民の所得比較 単位：元  
都市住民一人全所得 農村住民一人純収入 A／B  
（A）  （B）  
?????????
5188．5   
5458．3   
5888．8   
6316．8   
6907．1  
8177．4注）  
2090．13  2．48   
2161．98  2．52   
2210．34  2．66   
2253．42  2．80   
2366．40  2．92   
2475．6  3．30  
注）02年の（A）の数字は新たな基準で調整したもの。  
この調整値は以前よりも若干小さく現される。  
（出典）1997～01年までは『中国統計摘要』2002 年版。  










ドン・チャンや何時漣がいうような問題が直ちに起こるとは考え難いと思っています。   
ただし、近年、都市部の貧困層が増えてきていることには注意を喚起しておきたいと思  
います。すなわち近年、都市部の最低生活保障金受簡者が急増していることです。これは  




































ー23－   
と予想されています。これに農村から都市に流入してくる農民工を加えると（毎年約1000  
第10表 一時帰休者の推移  単位：万人  
98年以前の定義1）98年以降の定義2）うち国有企業  
300   
360   
564   
































































一25－   
て、中間層が厚くなり、この中間層の主導の下に、日本や韓国、台湾と同じように民主化  
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